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会社法上の利益準備金の計上基礎の修正、及び税法上の未
処分利益に対する追加所得税額の計算関連規定の改正

1. 会社法関連－利益準備金の計上基礎の修正

経済部は2020年1月9日付で経商字第10802432410号

通達を公布し、会社は2019年度財務諸表の利益処分

より、「当年度未処分利益に組み入れた税引後当期

純利益以外の項目の金額」を利益準備金の計上基礎

とする必要があると規定しました。但し、2020年度財務

諸表の利益処分からの適用開始に延期することが可

能です。

「税引後当期純利益以外の項目」とは、持分変動計算

書の「未処分利益」より下の当期利益剰余金調整項

目の純額を指します。例えば、旧制度退職金関連の

正味確定給付制度再評価額について、発生した期に

全額をその他包括利益に計上し、利益剰余金に繰入

れたものが考えられます。但し、会社の会計方針によ

り利益剰余金に繰入れず、その期においてその他資

本に振替える場合、適用されません。

当該変更は、未処分利益調整額がある会社の利益処

分額及び未処分利益課税の計算に影響を与えます。

会社は影響額を試算した後、適用年度を選択する必

要があると考えられます。

必要な場合、関連問題について弊事務所までお問い

合わせください。

経商字第10802432410号

主旨：会社法第237条に述べる法定利益準備金の計

上に関する疑義について、以下の通り説明する。

説明：国内会計準則の変更に対応するため、会社は

会社法第237条の規定に基づく法定利益準備金の積

立に関して、「税引後当期純利益」を以て計上基礎と

する場合、2019年度財務諸表の利益処分より、「当年

度未処分利益に組み入れた当期税引後純利益以外

の純利益項目の金額」を利益準備金の計上基礎とす

る必要がある。但し、会社は2020年度財務諸表の利

益処分からの適用開始に延期することができる。会社

が過去年度において計上した利益準備金を遡及調整

する必要はない。

会社法 第237条

会社は、一切の税金を完納した後に利益の残額が有

る場合は、先ず利益の百分の十を法定利益準備金と

して積立てなければならない。但し、法定利益準備金

の積立が会社の払込資本総額に達したときは、この

限りでない。

②前項の法定利益準備金を除いて、会社は定款の定

め、又は株主総会の決議を以て別に特別利益準備金

を積み立てることができる。

③会社責任者が、第一項の規定に違反して法定利益

準備金を積み立てないときは、それぞれ二万元以上

十万元の罰金に処する。
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2. 税法関連－未処分利益に対する追加所得税額の

計算

会計準則の変更による期首利益剰余金内の未処分

利益の遡及調整に係る規定

財政部は2020年1月15日付で財政部台財税字第

10800614920号通達を公布し、 「所得税法」第66条の

9の規定について、営利事業者が国際財務報告基準

又は企業会計準則公報を適用し、会計準則バージョ

ンの変更により期首利益剰余金内の未処分利益計算

の遡及調整を行った場合、調整による期首利益剰余

金の純増加又は純減少ともに、当年度の未処分利益

（の加算又は減算項目）に計上し、未処分利益に対す

る追加営利事業所得税額を計算する必要があると規

定しました。

営利事業者がIFRS9、15又は16の適用により、利益剰

余金を増額調整した場合、前述の規定に従い未処分

利益に対する追加所得税額が増加する可能性があり

ます。この場合、未処分利益の計上項目の増加によ

る影響に対応するために、2019年度の資本的支出へ

の産業革新条例第23条の3の適用可否及び将来年度

の資本的支出を適切に計画することをご検討くださ

い。
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財政部台財税字第10800614920号

2018年度より、営利事業者が国際財務報告基準又は

企業会計準則公報のバージョンの変更により、新た

に公布された会計公報を適用し、又は企業会計準則

公報から国際財務報告基準の適用へ変更し、会計基

準変更年度の遡及調整による期首利益剰余金の増

加純額が発生した場合は所得税法第66条の9第2項

に規定の「当年度未分配利益に組み入れた当期税引

後純利益以外の純利益項目の金額」に該当する。ま

た、期首利益剰余金の減少純額が発生した場合は同

条第2項第7号に規定の「当年度未分配利益に組み入

れた当期税引後純利益以外の純損失項目の金額」に

該当するため、会計基準を変更した年度の未処分利

益金額と合せて、追加営利事業所得税額を計算する

必要がある。

期首利益剰余金の増加純額 期首利益剰余金の減少純額

所得税法第66

条の9

第2項「当年度未分配利益に組み入れた当

期税引後純利益以外の純利益項目の金

額」

第2項第7号「当年度未分配利益に組み入

れた当期税引後純利益以外の純損失項目

の金額」

追加所得税額

の計算
加算 減算

関連内容を以下の通りまとめましたのでご参照ください。
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